
◆ 事業継続強化支援事業とは

近年多発する自然災害等により大企業に比べて経営資源が脆弱な小規模事業者は、

ひとたび被災すると経営に大きな影響を受ける可能性が高いと考えられる。
令和元年７月１６日に中小企業の事業活動の継続に質するため、中小企業の災害
対応力を高めるとともに円滑な事業継承を促進するため、「中小企業の事業活動の
継続に質するための中小企業等経営強化法等の一部を改正する法律」が施行されま
した。
当該法律の中で「商工会又は商工会議所による小規模事業者の支援に関する法
律」の一部を改正し、小規模事業者の事業継続力強化の取組みを商工会又は商工会
議所が市町村と共同で支援していくこととなりました。
県内の商工会又は商工会議所は、その地区を管轄する市町村と共同で小規模事業
者の事業継続力強化を支援するための計画（事業継続力強化支援計画）を作成し、
奈良県知事から計画の認定を受けることができます。

◆ 事業継続強化支援計画（天理市商工会と共同作成）
【令和７年４月１日～令和12年３月３１日】

天理市 天理市商工会

・各種防災に係る計画書の作成
・防災訓練の実施
・防災備品の備蓄

・天理市主催の防災訓練の参加
・関係機関との連携

⇒平時から災害時対応の構築

BCPセミナーや保険の相談会の実施

・経営指導員の育成
・事業所BCP策定支援⇒５社/年
・損害保険・共済制度加入
⇒３０件/５ヵ年

連携

連絡調整

・被害情報報告のルートの構築
・（仮称）天理市事業継続力強化支援協議会の
開催
・応急対策時の小規模事業者に対する相談窓口
の開設

天理市内の事業所

・管理体制の強化
・地域防災対策の協力

東京海上日動火災保険（株）
奈良支店

・経営指導員向け
BCP講習会の開催

・災害リスクの周知
・損害保険・共済制度加入の促進
・事業所BCP策定支援

・天理市商工会と共同で、
事業所向けBCP策定支援セミナーの開催
・簡易版BCP策定ツールの提供
・各種災害対策ツールの提供


